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序     文 
 

 

 フィリピン共和国は年平均 20 回の台風が接近し、その半数が上陸するなど集中豪雨が多

発する気象条件にあり、洪水、土石流、地滑り等の自然災害が極めて多い。 

 この状況を受けて、JICA は公共道路事業省治水砂防センターに対し、「治水・砂防技術力

強化プロジェクトステージ 1」として 2000 年 1 月から 2003 年 1 月まで実施した技術協力の

終了時評価（2003 年 6 月実施）を受け、引き続き「治水・砂防技術力強化プロジェクトス

テージ 2」として 2003 年 1 月から 2005 年 6 月まで、約 2 年 6 ヶ月の技術協力を実施した。 

 今般、プロジェクト終了約半年前に差し掛かったため、2004 年 11 月 29 日から 12 月 18

日の日程で終了時評価調査団を現地に派遣し、ステージ 2 の終了時評価をフィリピン側と

合同で行った。 

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものである。 

ここに、本調査にご協力いただいた外務省、国土交通省、在フィリピン日本大使館など、

内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする

次第である。 

 

平成 18 年 3 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

 地球環境部 部長 

富本 幾文 
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評価調査結果要約表 

1.案件の概要 
国名：フィリピン共和国 案件名：治水・砂防技術力強化プロジェクト（ステージ 2） 
分野：水資源―災害対策 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部水資源・防災第二チーム 協力金額（評価時点）：4.5 億円（ステージ 1 及び 2） 

（R/D）： 2002 年 11 月 13 日 先方関係機関：公共事業道路省(DPWH) 
協力期間：（2003.1.10 – 2005.6.30） 日本側協力機関：国土交通省 
2.5 年間 

 
 
協力期間 

 

他の関連協力： 
1.治水・砂防技術力強化プロジェクト（ステージ 1）2000.1.10-2003.1.9
2.水理実験棟建設計画(2001-2003 無償資金援助約 8 億円) 

1-1 協力の背景と概要 
フィリピンにおいては、台風による洪水・土砂崩れ等により、毎年平均 700 人以上の死者と国家歳入の 2.2%にあたる 80

億ペソの損失が生じている。しかし、洪水・土砂崩れ等に対する防災事業を所管する DPWH には、防災事業を専管する部

局が存在しないため、防災事業は質・量ともに不十分な状態が続いてきた。 
フィリピン政府はこの状態を改善するため、公共事業道路省の管下に「治水・砂防センター（FCSEC）」を設立して、技

術基準の整備や研修等を行うことにより、DPWH の治水分野の技術力を向上させることを企図し、我が国に対し技術協力

を要請してきた。要請は水理実験を含むものであり、そのための施設建設も含んでいたが、これに対し我が国はとりあえ

ず新たな実験施設の建設を必要としない部分を中心にステージ 1 として 2000 年 1 月より 3 カ年の予定で協力を実施した。

2002 年 6 月に行われたステージ 1 の終了時評価で技術面・事業実施面での能力向上に向けて着実に活動を進めているこ

とは確認されたが、一般技術者、上級職員/技術者の研修は始まったばかりで十分に育成されるに至っていないなどの理由

から協力の延長を提言された。これを受けて、協力開始からの 3 年間をステージ 1、提言を受けて延長することとした 2.5
年間をステージ 2 と位置づけて協力を継続している。 
1-2 協力内容 
(1)スーパーゴール 
プロジェクトによって開発された技術基準ガイドライン（TSG）、技術マニュアル、ガイドラインに沿って、DPWH によ

る建設・管理される防災施設と構造物の効率改善を通じて、水害が軽減される。 
(2)上位目標 

1)プロジェクトによって開発された技術基準ガイドライン（TSG）、技術マニュアルに沿って、より効率的で正しく設計

された治水砂防構造物・施設が建設される。 
2)OJT 研修計画が実施されていない地方事務所の技術者が DPWH により訓練される。 

(3)プロジェクト目標 
プロジェクトによって研修が行われた DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、設計、施工及び維持管理に係る能力が水害

に対応できるよう向上する。 
(4)成果 

1)治水構造物の施工及び維持管理に係る技術マニュアルとガイドラインが改訂されて活用可能な状況になる。 
2)適正な数の DPWH 技術者が養成研修を受ける。 
3)研究開発活動及び被災構造物データベースによる情報により助言が行われる。 
4)有効な治水計画実施のために、DPWH が全ての関連事務所を通じて技術基準、ガイドライン、マニュアルや他の成果

物を広める内部機構を作る。 
(5)投入（ステージ 2） 

日本側： 
  長期専門家派遣     延べ 8 名、計 125M/M 
  短期専門家派遣     延べ 12 名、計 27.8M/M 

研修員受入       5 名、計 10.6M/M 
機材供与        なし 
現地運営経費      45,650 千円 

相手国側： 
予算手当        予算措置は毎年 1,000 万ペソ 
カウンターパート配置  28 名 
施設等整備       管理研修棟（64 百万ペソ、2002 年 12 月完成）、宿泊棟（25 百万ペソ、建設中、2004 年 12

月末完成予定） 
2.評価調査団の概要 
調査者 
調査団員数 

5 名 

1) 団長総括 横倉 順治 JICA 地球環境部調査役 
2) 河川   佐々木庸介 （社）国際建設技術協会事務局長 
3) 砂防   古賀 省三 国土交通省河川局砂防部計画課火山・土石流対策官 
4) 計画管理 中山 敦司 JICA 地球環境部第 3 グループ水資源・防災第 2 チーム 
5)  評価分析 監物 順之 中央開発株式会社海外事業部 

調査期間  2004 年 11 月 29 日（日）～12 月 18 日（土） 評価種類：終了時評価 



 
３.評価結果の概要 
3-1 実績の確認 
(1)成果の実績 

1)成果 1：治水構造物の施工及び維持管理に係わる技術マニュアルとガイドラインが改訂されて活用可能な状況になる。

施工監理マニュアルは既に完成し現在印刷中である。維持管理マニュアルは、最終稿の取り纏め中であり、95%の

完成。プロジェクト終了までには双方とも全国の地方事務所に配布される予定である。 
2)成果 2：適切な数の DPWH 技術者が要請研修を受ける。 

プロジェクト終了までには予定の研修数が終了する予定であったが、2004 年 8 月 31 日付け経費節減令によりフィ

リピン側の予算による研修・出張が差し止められている。年内にこの問題が解決されない限り、PDM に示された指標

（研修を実施する事務所の数）の目標値を 2005 年 6 月末までに達成する事は困難である。 
3)成果 3：研究開発活動及び破損した構造物概要のデータベースを通じて助言が行われる。 

日本側専門家の指導のもと、提言に必要な調査・研究の実施手法（水理実験等）については習熟してきている。た

だし、独力で調査・研究を実施し、必要な提言を行えるまでには、まだ時間を要する。 
4)成果 4：有効な治水計画実施のために、DPWH がすべての関連事務所を通じて技術基準、ガイドライン、マニュアル

や他の成果物を広める内部機構を作る。 
DPWH 次官の率いる技術委員会が設置される計画であったが、実質的に、合同調整委員会（JCC）が技術委員会の

役割を担っており、FCSEC としては技術委員会設置の必要性はないとしている。また FCSEC は PMO であり、臨時的

な組織となっており、位置付けについて不安定な面があるが技術基準、ガイドライン及びマニュアルについては、

DPWH の担当部門と協力して全国に配布されている。 

(2)プロジェクト目標の達成度 
プロジェクトによりカウンターパートは独力で治水・砂防分野の基礎的研修を計画・実施する力を身につけ実施してき

ている。結果としてプロジェクト以前に比し「プロジェクトによって研修が行われた DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、

設計、施工及び維持管理に係る能力が向上（プロジェクト目標・部分）」したことは間違いない。しかしながら、経費節減

令により研修実施事務所の数が目標数値未達の懸念が高く、「プロジェクトによって研修が行われた DPWH 事務所」の数

は目標を下回る見込みである。また、能力が「水害に対応できるよう」なレベルにまで達するためには、研修で得られた

知識に加え、今後実際に自分で具体的に業務を実施体験してみることが重要である。 

(3)上位目標の達成見込み 
専門家及びカウンターパートへのアンケート結果では「上位目標は 10 年以内に達成するであろう」とする回答が多い。

実際に、引き続き研修を継続し、更に具体の現場を体験していくことにより、この目標は 10 年以内に達成可能と思われる。

問題は、引き続き、DPWH が治水・砂防技術強化に人と資金を投入していく意志と力があるかである。特に予算確保にお

いて、現在の緊縮財政下では、ルソン島以外、特にビザヤ、ミンダナオへの展開には困難が伴うと思われる。 

(4)スーパーゴール達成の見込み 
財政的な問題は大きく、そのため、時間はかかるであろうが、DPWH 内の治水行政機能強化の必要性に対する認識は高

まっており、確実に、DRWH による治水・砂防構造物の建設は増加していくであろう。 

3-2 評価結果の要約 
(1)妥当性 
中期フィリピン開発計画(2004-2010)では、Flood Control は依然として優先事項であり、これに対応した DPWH 中期計画

では治水分野実施に関する基本方針 9 項目の中に「FCSEC の能力を強化・最大化し、もって基礎・応用研究開発、技術的

プログラム及び人材開発を推進する」ことをあげている。本プロジェクトはこの方向に沿ったものである。 
他方我が国の新 ODA 大綱（平成 15 年 8 月）では重点課題のなかで「（環境、自然災害等）地球的規模の問題への取り組み」

を掲げている。また外務省国別援助計画（フィリピン、平成 12 年 8 月）では四大重点分野の三番目に「環境保全と防災」

を掲げ「頻発する自然災害（洪水、地震、火山活動等）への支援を行う」としている。 
本プロジェクトはこれらと整合性があり、妥当性は高い。 
自己資金による小型プロジェクトの計画・実施を担当する DPWH の地方事務所技術職員をターゲットとして、教材を整

え、研修を実施するという本プロジェクトの枠組みも妥当なものであったが、現在一時的に公務員の研修経費の支出は全

て停止され、研修ができない状況になっていることは一時的にせよプロジェクトの効果発現を阻害している。 
（2）有効性 
「プロジェクトによって研修が行われた DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、設計、施工及び維持管理に係る能力が向

上する」ことは間違いない。プロジェクト目標はおおむね達成され、そしてそれはプロジェクトの成果によるものである

という意味では有効であったが成果 2 の目標数値が達成できない懸念が高く、その分プロジェクト目標の達成度が割り引

かれ、有効性も低下せざるをえない。また、DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、設計、施工及び維持管理に係る能力が

「水害に対応できるよう」なレベルに達するためには、研修で得られた知識に加え、実際に自分で具体的に業務を実施体

験してみることが重要である。 



 

（3）効率性  
投入はプロジェクト活動に有効に活用され成果が発現しつつある。効率性は低くはない。特にステージ 2 においてはス

テージ 1 の経験を生かし効率は高いものになっていた。但し、2004 年 9 月に公布された経費節減令により、それ以後研修

活動が実施できなくなった。そのため成果 2 の目標数値が未達に終わる懸念が高く、その分プロジェクトの効率は低下し

ているといえる。なおプロジェクトでは研修は未達であってもその分研究活動等によりカウンターパートの技術レベルの

底上げを図っており、経費節減令が緩和されれば効率は回復できると見られる。 
（4）インパクト 
上位目標及びスーパーゴールがいつ達成できるかは治水・砂防分野への予算次第である。フィリピン国の財政状況の現

状は極めて厳しく今後予算がどうなるかは予測困難であるが中期フィリピン開発計画（2004-2010）では治水分野は優先事

項とされており、上位目標は 10 年以内には達成できると見る人が多い。 
フィリピン政府内に治水・砂防を専管する組織として FCSEC ができたことは大きなインパクトであるが、未だ臨時組織

であり、この恒久組織化が課題である。 
その他、カウンターパートのモチベーション向上や治水行政制度の充実が議論になってきた等のプラスのインパクトが

見られる。マイナスのインパクトは認められない。 
（5）自立発展性 
プロジェクトによって作成されたカリキュラムや教材を使い、DPWH の地方事務所技術職員を対象とする研修をカウン

ターパートが自ら企画・実施できるレベルに達したという点では自立発展性が認められる。しかしながら自立発展性を一

層強固にするためには以下が必要である。 
1) カウンターパート個々の技術力向上 

研修を更に継続実施することにより知識をより確かなものにするとともに、実際の現場における計画・設計・施工

管理.・維持管理を経験することにより、応用力を養成する必要がある。 
2) FCSEC の組織・制度面での強化 

FCSEC は本プロジェクトの受け皿として設立された PMO であり、臨時的組織である。この組織を恒久的な組織と

するとともに、予算や人員を安定化させ、DPWH 内の他の部局との関係や権限、システムを明確にしていく必要があ

る。 
本プロジェクトは、数ある JICA 技術協力プロジェクトのなかでも相手国実施機関のオーナーシップの確立に特に留意して

いる。研修旅費等必要な経費を全て日本側で負担する方が目先の即効性という点では勝るが、本プロジェクトでは辛抱強

く相手側の自己解決を求めている。この方式の利点が目に見えてくるまでには時間がかかるが自立発展性の確保のために

は有効な方式と思われる。 

3-3 効果発現に貢献した要因 
(1)フィリピンでは近年台風、地震、火山噴火等による洪水や土砂災害が多発し、政府や国民の間で治水・砂防に対する関

心が高まってきている。 
(2)一般に CP は日本の進んだ技術を求め、専門家も「現在の日本の技術」を伝えようとする傾向がある。 
本プロジェクトでは「現在のフィリピンにあった技術」に特に留意している。 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因（計画内容に関すること、実施プロセスに関すること） 
2004 年 8 月末フィリピン政府は経費節減令を公布し、公務員の研修活動に関する経費支出は全面的に停止された。このた

めプロジェクトの活動に支障をきたしている。 

3-5 結論 
本プロジェクト我が国の新 ODA 大綱（平成 15 年 8 月、重点課題のなかで「（環境、自然災害等）地球的規模の問題への取

り組み」を掲げている。）、外務省国別援助計画（フィリピン、平成 12 年 8 月、四大重点分野の三番目に「環境保全と防災」

を掲げ「頻発する自然災害（洪水、地震、火山活動等）への支援を行う」としている。）フィリピン国国家開発 5 カ年計画

（MTPDP2001-2004、治水を重点分野としている。）や DPWH の新中期計画(2005-2010,悪化する財政状況のなかで治水分野

の予算を増やし、基本 9 方針のなかに「FCSEC の能力を強化・最大化し、もって基礎・応用研究開発、技術的プログラム、

及び人材開発を推進する」を含めている。) 等と整合性があり、本プロジェクトの必要性、妥当性は計画時点に比しても

一段と高まっているとみられる。 
本プロジェクトにより、DPWH における治水・砂防分野研修機関としての基礎は確立された。特にステージ 2 においては

ステージ 1 の経験を踏まえて活動は効率的に実施されている。本プロジェクトの有効性、効率性は高いといえる。また資

金面からの不安はあるが今後順調に活動が継続されれば 10 年以内に上位目標も達成できると見られる。 
本プロジェクトはステージ 1開始当初においては相手国事情に対する知識・経験の不十分さから実情把握に手間取る等、

有効性・効率性の面で不十分な面があったが、ステージ 2 においてはステージ 1 で得られた知識・経験をベースとして短

期専門家のリピーター派遣を行う等の工夫を凝らした結果、ステージ 2 の活動は順調に推移してきた。しかしながら、フ

ィリピン国の財政状況の悪化から2009年8月末に経費節減令が公布され公務員の研修活動に関する経費支出が全面的に停

止される事態となった。プロジェクトではこれに対して様々な対応策を検討・実施しているが、DPWH の地方事務所(RO、

DEO)に対する研修の実施はいわば本プロジェクト実施の目玉であり、研修の早期復活なしには、その分に応じて評価五項

目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の全てが負の影響を被ることになろう。 

また、研修実施機関としての基礎は確立したとはいえ、なお脆弱である。今後本報告書の提言等を参考により強固にして

いく努力が望まれる。 



 
3-6 提言 
(1)カウンターパート個々の技術能力強化 

1)研修の積み重ね 
フィリピン政府の経費節減令により現在研修ができる状況にない。早急に方策を講じて研修を再開するよう提言する。

2)実地経験の必要性 
実際の現場における調査・計画・設計・施工・維持管理の経験を積み重ねることにより応用力を蓄積する必要がある。

(2)FCSEC の組織強化 
1)FCSEC は本プロジェクトの受け皿として臨時に設立された PMO である。本プロジェクトの成果が維持・継続される

ためには FCSEC の恒久機関化が必要である。 
2) FCSEC は臨時の機関であることにもより、その人員、予算が不安定であり、また内部の事務システム、DPWH 内の他

の部局や他省庁の関係組織との関係が不明確である。恒久機関化とあわせこれらの点を明確かつ強固にすべきである。

(3)プロジェクト成果の活用 
DPWH は本プロジェクトの活動で得られた TSG やマニュアル、標準図面等を日常業務に活用すべきである。 

(4)本プロジェクト終了後に対する提言 
1)本プロジェクト終了時までには、カウンターパートは計画、設計、施工管理、維持管理の分野において研修を計画・

実行する能力は得られる見込みである。しかしながら、実際的な応用技術や河川工学、砂防工学に関する調査研究技

術を身に付けるには至っていない。また、DPWH 内の能力強化のために、開発した治水構造物の計画、設計、施行、

維持管理という一連のプロセスに係る技術は、一層開発・改良を進める必要があり、その達成のためには、現行プロ

ジェクト終了後も技術協力を継続することが望ましい。 
2) 新たな技術協力を検討する際には、今回の終了時評価を受けて明らかになったプロジェク運営に係る予算上の問題点

を踏まえ、少なくとも下記対応を実施すべきである。 
①上記 3-6(1)2)に対応して実際の現場での活動を通じた技術移転を行う場合、活動の場となるサイトの選定の際には、

その実行が可能となるフィリピン側の予算措置が適切に行われるサイトを選定する。 
②各種研修実施においては、研修活動に支障が出ないようにフィリピン側は必要な予算措置を講ずる。 
③フィリピン側は 2005 年 1 月末までに JICA フィリピン事務所に対し、下記項目についての検討結果を報告する。 

a.新しいプロジェクトの詳細（案） 
b.研修等に必要な予算が利用できることの保証（パイロットプロジェクトが計画される場合にはその費用も含めて）

c.FCSEC の恒久機関化の計画とスケジュール 

3-7 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）

(1)対外広報の重要性 
防災プロジェクトは予防プロジェクトである。予防プロジェクトでは実施しても翌日からすぐに便益が見えるというも

のではない。従いフィリピンのような災害多発国においてさえ、予防プロジェクトである治水予算は経済プロジェクトで

ある道路予算の数分の一にしかならない。本プロジェクトではニューズレターの発効等広報にも留意しているが、予防プ

ロジェクトにおいては、政治家や住民への広報が重要である。 
(2)三段階研修の有効性 

本プロジェクトにおける研修活動は①教室での座学、②災害現場の視察、③OJT の三段階で行っている。また水理実験

棟により水流の影響を目に見える形で理解させている。この方式、特に現場を自分の目で見て理解する方式は極めて有効

であり、他にも応用できると思われる。 
(3)教材の現地対応 
本プロジェクトで作成された教材は、日本の基準を基本にしつつも、煩雑・難解な部分はさけ、絵や写真を多用しわかり

やすいものとなっている。今後他の国で類似のプロジェクトを実施する場合の参考となりうる。 
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第１章 評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

2000 年 1 月 10 日からの 3 年間にわたる「治水・砂防技術力強化プロジェクトステージ 1」の後、

2003 年 1 月 10 日から 2005 年 6 月 30 日の協力期間で「治水・砂防技術力強化プロジェクトステー

ジ 2」が開始された（討議議事録（R/D）署名：2002 年 11 月 13 日）。 

今般、プロジェクト（ステージ 2）終了約半年前に差し掛かったため、本終了時評価調査団を派

遣した。調査団の目的は次のとおりである。 

（１）プロジェクト（ステージ 2）の実施、運営状況、フィリピン側実施体制（カウンターパート

の配置、関係機関との連携等）について確認を行う。 

（２）プロジェクト（ステージ 2）の活動の進捗状況をプロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）活動計画（PO）等に基づき確認する。 

（３）プロジェクト（ステージ 1 及び 2）について、評価五項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）に基づき、現状及びプロジェクト終了までの見通しを評価確認する。 

（４）上記の結果、プロジェクト（ステージ 2）計画（PDM、PO）の修正が必要となった場合には、

その内容についてフィリピン側と協議を行う。 

（５）評価結果を踏まえ、協力終了の可否及び延長の必要性等を検討する。 

（６）評価結果についてフィリピン側と協議を行い、結果をミニッツに取りまとめ、フィリピン側

と署名・交換する。 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

（１）調査団の構成 

氏名 担当業務 所属 

横倉 順治 団長 JICA 地球環境部調査役 

佐々木 庸介 河川 （社）国際建設技術協会事務局長 

古賀 省三 砂防 国土交通省河川局砂防部砂防計画課火山・土
石流対策官 

中山 敦司 協力企画 JICA地球環境部第３グループ水資源・防災第2
チーム 

監物 順之 評価分析 中央開発（株）海外事業部 
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（２）調査日程 

日
順 

月日（曜） 官団員 コンサルタント団員 

  成田→マニラ 
1 11 月 29 日 （月） 

  調査準備 

  JICA 事務所との打合せ 
2 11 月 30 日 （火） 

  専門家との打合せ 

  
3 12 月 1 日 （水） 

  

4 12 月 2 日 （木）   

5 12 月 3 日 （金）   

インタビュー調査（専門

家、DPWH、FCSEC） 

6 12 月 4 日 （土）   評価資料作成 

7 12 月 5 日 （日）   評価資料作成 

8 12 月 6 日 （月）   

9 12 月 7 日 （火）   

10 12 月 8 日 （水）   

成田→マニラ 

インタビュー調査（専門

家、DPWH、FCSEC） 

11  12 月 9 日 （木） 
JICA フィリピン事務所打合せ   
FCSEC 打合せ   

12 12 月 10 日 （金） 
NEDA 表敬(Ms. Cora Garcia)   

13 12 月 11 日 （土） 団内打合せ   

14 12 月 12 日 （日） 現地視察（San Fernand）   

DPWH 表敬（Mr. Raul C. Asis）   
DPWH ミニッツ案協議（フィ側調査団 Ms. Kinda M. Templo 他） 15 12 月 13 日 （月） 

FCSEC インタビュー調査   

16 12 月 14 日 （火） FCSEC インタビュー調査   
     FCSEC ミニッツ案協議   

合同調整委員会・ミニッツ署名   
17 12 月 15 日 （水） 

UP 水理実験棟視察   

 JICA フィリピン事務所報告   

18 
12 月 16 日 （木） 

在フィリピン日本大使館報告   

19 12 月 17 日 （金） マニラ→成田 17 年度案件に係る情報収集 

20 12 月 18 日 （土）   マニラ→成田 

 

 

 

 



-  - - 3 -

 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ プロジェクトの背景 

フィリピンにおいては、台風による洪水・土砂崩れ等により、毎年平均 700 人以上の死者と国家

歳入の 2.2%にあたる 80 億ペソの損失が生じている。しかし、洪水・土砂崩れ等に対する防災事業

を所管する公共事業道路省(DPWH)には、防災事業を専管する部局が存在しないため、防災事業は

質・量ともに不十分な状態が続いてきた。 

フィリピン政府はこの状態を改善するため、DPWH の管下に「治水・砂防技術センター

(FCSEC)」を設立して、計画・設計に関する技術基準の整備や研修等を行うことにより、DPWH の

治水分野の技術力を向上させることを企図し、我が国に対し技術協力を要請してきた。要請は水理

実験を含むものであり、そのための施設建設も含んでいたが、これに対し我が国はとりあえず新た

な実験施設の建設を必要としない部分を中心にステージ 1 として 2000 年 1 月より 3 カ年の予定で

協力を実施した。 

2002 年 6 月に行われたステージ 1 の終了時評価で技術面・事業実施面での能力向上に向けて着実

に活動を進めていることは確認されたが、一般技術者及び上級職員/技術者の研修は始まったばか

りで十分に育成されるに至っていない他、施工監理・維持管理技術が不十分であり、この分野の技

術向上を図るなどの理由から協力の延長を提言された。これを受けて、協力開始からの 3 年間をス

テージ 1、提言を受けて延長することとした 2.5 年間をステージ 2 と位置づけて協力を継続してい

る。 

１－３－２ プロジェクトの概要（ステージ 2 の PDM による） 

（１）スーパーゴール 

プロジェクトによって開発された技術基準ガイドライン（TSG）、技術マニュアル及び

ガイドラインに沿って、DPWH による建設・管理される防災施設と構造物の効率改善を通

じて、水害が軽減される。 

（２）上位目標 

１）プロジェクトによって開発された技術基準ガイドライン（TSG）及び技術マニュア

ルに沿って、より効率的で正しく設計された治水砂防構造物・施設が建設される。 

２）OJT 研修計画が実施されていない地方事務所の技術者が DPWH により訓練される。 

（３）プロジェクト目標 

プロジェクトによって研修が行われた DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、設計、施

工及び維持管理に係る能力が水害に対応できるよう向上する。 
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（４）成果 

１）治水構造物の施工及び維持管理に係る技術マニュアルとガイドラインが改訂されて

活用可能な状況になる。 

２）適正な数の DPWH 技術者が養成研修を受ける。 

３）研究開発活動および被災構造物データベースによる情報により助言が行われる。 

４）有効な治水計画実施のために、DPWH が全ての関連事務所を通じて技術基準、ガイ

ドライン、マニュアルや他の成果物を広める内部機構を作る。 
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第 2 章 評価の方法 

評価は、「JICA 事業評価ガイドライン、改訂版」（2004 年 3 月）に従い実施した。具体的には以

下の手順により 

（１）プロジェクトの現状把握と検証 

（２）評価五項目 1による価値判断 

（３）提言の策定と教訓の抽出、 

を実施した。 

２－１ 評価目的の確認と評価対象プロジェクトの情報整理 

（１）評価目的の確認 

評価調査に先立ち、国内において対処方針会議等を開催し、まず評価の目的を第 1 章 

1-1 に記載の通り確認した。 

（２）評価対象プロジェクトの全体像の確認 

本プロジェクトは当初 3 年間（2000 年１月 10 日から 2003 年１月 9 日）の協力予定で実

施されたが、2002 年 6 月に実施された終了時評価における提言をうけ、ステージ 2 として

約 2 年半（2003 年 1 月 10 日から 2005 年 6 月 30 日）の延長を行うことに決定されたもの

である。本評価は基本的には延長されたステージ 2 の評価ではあるが、適切な評価を実施

するためには、前半（ステージ 1）を含めたプロジェクトの全体像を把握する必要がある

ことから、ステージ 1 の終了時評価報告書中心にプロジェクトの全体像を確認した。 

（３）計画内容の把握 

プロジェクトの PDM を主たる情報源として計画内容の把握につとめた。本プロジェク

トの計画は、ステージ 1 の終了時評価において不十分とされた事項の追加補完活動と、水

理実験棟の完成等により新たに追加された活動の実施によりプロジェクト目標の達成をよ

り強固にしようというものである。 

２－２ 評価グリッドの作成 

本調査に必要な事項を列挙し、実績検証グリッド及び評価五項目調査グリッドにまとめ必要な情

報・データを収集しグリッドを作成した。 

                                                        
1 評価五項目 
1991 年経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会(DAC)が提唱し、現在世界の多くの援助機関で採用されている開発援助事業

の評価基準であり、以下の５項目からなる。 
妥当性：プロジェクト実施の正当性・必要性を問う。 
有効性：プロジェクトの効果（受益者・社会への便益がもたらされたか）を問う。 
効率性：プロジェクトの効率性（コストと効果の関係）を問う。 
インパクト：プロジェクトの長期的・波及的効果を問う。 
自立発展性：JICA の協力終了後の持続性を問う。 



-  - - 6 -

 

 

情報・データの収集は以下の方法を適宜組み合わせた。 

（１）文献調査：ステージ 1 に対する過去の調査団の報告書、ステージ 2 におけるプロジェクト作

成の文書（報告書他）等 

（２）アンケート調査：日本人専門家、カウンターパート、実施機関幹部、関連省庁を対象にアン

ケート調査を実施した。 

（３）面談調査：上記アンケート対象に加え、DPWH, NEDA, UP を訪問し面談調査を実施した。 

（４）現場調査：プロジェクトサイトにおける機材の使用・維持管理状況等を目視調査した。 

２－３ 評価報告書の作成 

評価グリッドをもとに団内協議により日本側調査団案をまとめフィリピン国側と協議して合同評

価報告書を作成した。なお、合同評価チームは以下の各氏より構成される。 

＜日本側評価団＞ 

第 1 章 1－2 記載の本調査団全員 

＜フィリピン側評価団＞ 

Leader    Ms. Linda M. Templo, Director, Planning Service, DPWH 

Member   Ms. Dolores M. Hipolito, Project Manager I, FCSEC 

Member   Ms. Jesua A. Sarausad, Project Manager I, Bureau of Maintenance, DPWH 

Member   Ms. Rebecca T. Garsuta, Chief, Development Planning Dicision, 

Planning Service, DPWH 

Member   Mr. Perfecto L. Zapalan Jr., Engineer V, Hydraulics Division Chief,  

Bureau of Design, DPWH 

Member   Mr. Tirso R. Perlada Jr., Engineer IV, Bureau of Construction, DPWH 

２－４ 評価調査の制約・限界 

ステージ 1 に関しては既に平成 14 年 7 月に終了時評価が実施されており、本調査の対象はステ

ージ 2 である。しかしながら調査項目によってはステージ 1、ステージ 2 を通して全体を見る必要

がある。この場合調査期間が限られていることもあり、ステージ 1 に関しては主としてステージ 1

の終了時評価報告書を参照した。同報告書ではステージ 1 の効率性は「必ずしも高くない」として

いる。ステージ 1 はいわばゼロからの出発であり、形に表れた結果のみを見れば効率が悪いものに

なった事は理解できる。これに対しステージ 2 の活動は 2004 年 8 月 31 日付け行政命令第 103 号 2

（以下経費節減令と略称）による経費節減措置がでるまでは順調に推移し、効率性は高いものにな

っている。これはステージ 1 の成果の上にたったものであり、ステージ 1 があったからこそといえ

る。 

 

 

                                                        
2 Administrative Order No.103 dated August 31,2004, from Her Excellency President Gloria Macapagal-Arroy0, entitled 
“Directing the Continued Adoption of Austerity Measures in the Government. 出張の大幅削減、セミナー・研修参加費の

全面停止、電気料金の 10%節減、各種補助金の削減等を規定。 
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本プロジェクトの構成は以下の通り。 

・ステージ 1 

R/D：1999 年 11 月 29 日 

実施期間：2000 年 1 月 10 日～2003 年 1 月 9 日（3 年間） 

主要活動：(1)FCSEC の機能・組織・体制の整備 

(2)洪水、砂防、斜面崩壊、都市排水に関する技術基準（調査、計画、設計）の改訂 

終了時評価：2002 年７月 

 

・ステージ 2 

R/D：2002 年 11 月 13 日 

実施期間：2003 年 1 月 10 日～2005 年 6 月 30 日（約 2 年半） 

主要活動：(1)治水・砂防事業の調査、計画、設計面においてステージ 1 にて作成された技術基準、

ガイドラインを使用して DPWH の地方事務所技術職員に対する研修を実施する。 

(2)治水・砂防事業の施工、建維持管理面において技術基準、ガイドラインを作成し研

修を実施する。 

終了時評価：2004 年 12 月 
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第 3 章 プロジェクト実績 

調査時点におけるプロジェクトの実績（投入、活動、成果、目標達成度、実施プロセス）は、付

属資料 3.実施検証グリッドに示す。 

プロジェクト概要は以下の通りである。なお本項の実績は、ステージ 2 のみを対象としている。

また必要に応じて、ステージ 1 の実績も併せて記述するものとする。 

３－１ 投入の実績 

３－１－１ 日本側の投入 

（１）長期専門家の派遣 
専門家 投入計画 氏名 期間 人・月 

チーフアドバイザー 30MM 藤山秀章

加納敏行
2000.1.10 – 2003.6.20 
2003.6.2 – 2005.6.30 

5.3 
24.9 

業務調整 30MM 飛高正志

渡邊成男
2000.12.10 – 2003.4.30 
2003.4.7 – 2005.4.6 

3.6 
24.0 

河川技術専門家 12MM 辻内元博 2003.1.10 – 2004.1.9 12.0 
砂防技術専門家 12MM 田中秀基 2003.1.10 – 2003.12.19 11.3 
治水構造物の維持管理 25MM 津田宏 2003.6.2 – 2005.6.30 24.9 
施工監理専門家 25MM 桜井亘 2003.12.1 – 2005.6.30 19.0 
合計 134MM 8 名  125.0 

ステージ 1 からの合計は 10 名で、そのうち 5 名がステージ 1 と 2 にまたがっている。

投入計画に対し、施工監理は、人・月が若干少ないが、施工監理マニュアル作成のために

短期専門家を投入している。 

（２）短期専門家の派遣 
専門家 期間 人・月 

水理実験 1 2003.6.9 – 2003.6.21 0.4 
水理実験 2 2003.8.6 – 2003.8.22 0.6 
水理実験 3 2003.10.14 – 2003.10.30 0.6 
水理実験 4 2004.1.12 – 2004.1.24 0.4 
構造物台帳 2003.7.1– 2003.12.13 5.4 
施工監理実態 2003.9.15 – 2004.3.13 6.0 
水理実験技術 1 2004.6.14 – 2004.7.3 0.7 
水理実験計画 1 2004.6.14 – 2004.7.3 0.7 
維持管理マニュアル 2004.6.21 – 2004.12.18 5.9 
施工監理マニュアル 2004.8.3 – 2005.1.28 5.9 
水理実験技術 2 2004.11.15 – 2004.12.04 0.6 
水理実験計画 2 2004.11.15 – 2004.12.04 0.6 
合計 12 名  27.8 
ステージ 1 からの合計 24 名   
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ステージ 2 から始まった水理実験については、長期専門家と短期専門家で共同して実施

している。またステージ 2 の重点分野の 1 つである施工監理及び維持管理マニュアルの作

成については、長期専門家とフィリピンで施工管理とコンサルタント活動の実績がある短

期専門家が共同で実施した。 

（３）研修員の受入れ 

専門家 氏名 期間 人・月 
砂防研究・水理実験 G. Damo 2003.3.31 – 2003.7.31 4.0 
水理実験研究 J. Fano 2004.3.31 – 2004.7.15 3.5 
河川構造物維持管理 J. Sarausad 2004.7.19 – 2004.8.3 0.5 
河川構造物施工監理 T. Perlada 2004.9.5 – 2004.9.22 0.6 
水理実験研究（予定） D. Hipolito  2.0 

合計 5 名  10.6 
ステージ 1 からの合計 16 名   

概ね、計画通りといえる。ステージ 1 での派遣を含めると FCSEC の技術職員全員の派

遣が実現された。 

（４）機材供与 

ステージ 2 においては、機材供与は行っていない。 

ステージ 1 において、現地調達機材 59,176（千円）、携行機材 2,638（千円）、合計

61,814（千円）の供与を実施した。主な機材は、調査機材、調査車両、ミニバス、情報処

理機材、測量機器、視聴覚機材、研修機材等である。 

（５）現地運営資金 

以下の現地運営経費が投入された。 

年度 一般活動費 
（千円） 

その他（技術者養成費等） 
（千円） 

合計 
（千円） 

1999 年度 1,000  1,000
2000 年度 3,000  3,000
2001 年度 3,000 12,750 15,750
2002 年度 2,000 8,800 10,800
2003 年度 4,700  4,700
2004 年度 10,400  10,400
2005 年度  

合計 24,100 21,550 45,650

３－１－２ フィリピン側の投入 

（１）人員の投入 

技術スタッフ 11 名、運営スタッフ 13 名。 

ステージ 2 の計画には人数は明示されていないが、ステージ 1 に示された計画から見れ

ば計画以下である。技術スタッフは、FCSEC の所長と Project Manager I の Ms. Dolores の

2 名のみが DPWH の正規職員であり、他は 1 年間の有期契約職員である。しかしながら、
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ステージ 1 の立ち上がりからメンバーにはほとんど変化はなく引き続き本プロジェクト

（ステージ 2）に従事している。 

カウンターパート及び専門家のインタビューから、ステージ 2 ではステージ 1 でやり残

した計画・設計分野の研修業務の繰り越し、さらに新たに開始された水理実験や施工監理、

維持管理業務が併行して行われているために技術職員が過少との意見が多い。 

（２）建物・施設・機材の提供 

事務・研修棟：64 百万ペソ（2002 年 12 月完成） 

宿泊棟：25 百万ペソ（2004 年 12 月現在、未完成） 

宿泊棟は未完成であるが、事務研修棟は 4 階建て鉄筋コンクリート造りである。これら

はすべてフィリピン側の自己資金により建設されており、DPWH の ENCA プロジェクト

への意気込みが感じられる。 

（３）プロジェクト運営経費 

カウンターパートの本プロジェクトへの運営経費は以下の通りである。また機材保守経

費もこれらに含まれている。 

年度 予算 実績 
2003 年度 10 百万ペソ 6.5 百万ペソ 
2004 年度 10 百万ペソ 未支出 

（ステージ 1 の実績）   
2000 年度  1 百万ペソ 
2001 年度  6 百万ペソ 
2002 年度  4 百万ペソ 

財政状況悪化のなかで、予算的には年々増加している。現在は、2004 年 8 月 31 日公布

の経費節減令による財政支出緊縮措置財政緊縮措置により、一時的に研修・出張費の支出

が停止されている。 

３－２ 成果の実績 

成果 1：治水構造物の施工及び維持管理に係わる技術マニュアルとガイドラインが改訂されて活

用可能な状況になる。 

施工監理マニュアルは完成し、DPWH の承認済み。現在印刷中である。維持管理マニュアルは、

最終稿の取り纏め中であり、95%の完成。プロジェクト終了までには双方とも全国の地方事務所に

配布する予定である。施工監理研修については、すでにドラフト稿を用いて座学講義を 7 事務所に

ついて実施した。 

成果 2：適切な数の DPWH 技術者が要請研修を受ける。 

プロジェクト終了までには予定の研修数が終了する予定である。ただし、2004 年 8 月 31 日公布

の経費節減令によりフィリピン側の予算による研修・出張が差し止められている。DPWH では適用

免除申請を大統領府に提出しているが、現時点では、研修は中断している。またルソン島以外の地

域では、研修活動は実施されておらず、フィリピン全域での研修を終了するためには、さらに予算
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と時間が必要となる。年内にこの問題が解決されない限り、PDM に示された指標（研修を実施す

る事務所の数）の目標値を 2005 年 6 月末までに達成する事は困難である。 

成果 3：研究開発活動及び破損した構造物概要のデータベースを通じて助言が行われる。 

日本人専門家の指導のもと、提言に必要な調査・研究の実施手法（水理実験等）については習熟

してきている。ただし、独力で調査・研究を実施し、必要な提言を行えるまでには、まだ時間を要

する。 

成果 4：有効な治水計画実施のために、DPWH がすべての関連事務所を通じて技術基準、ガイド

ライン、マニュアルや他の成果物を広める内部機構を作る。 

DPWH 次官の率いる技術委員会が設置される計画であったが、実質的に、JCC が技術委員会の役

割を担っており、FCSEC としては技術委員会設置の必要性はないとしている。また FCSEC は

PMO であり、臨時的な組織となっており、位置付けについて不安定な面があるが技術基準、ガイ

ドライン及びマニュアルについては、DPWH の担当部門と協力して全国に配布されている。 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

PDM 上の指標のうち、成果 2 の指標は 2004 年 8 月 31 日に公布された大統領経費節減令により、

公務員の研修旅費支出が停止されたため、以後研修が実施できず、達成が困難になった。プロジェ

クトでは本件研修旅費を例外とするよう申請するとともに、他方完成した水利実験棟を利用して、

微細土砂の移動特性に関する実験、水制工の効果的な配置に関する水理模型実験等を実施したり、

先に完成した技術基準や教材の見直しを行う等、カウンターパートの技術レベルの底上げを図って

いる。しかしながら、研修の実施はそれにより技術の普及・面的拡大以外に研修を計画・実施する

ことによりカウンターパート自身の技術力をより確かなものとすることも意図しているものであり、

2004 年末までに財政緊縮措置が緩和されない場合は指標面でも未達となる恐れが高い。なお、成果

2 以外の他の指標は、おおむね達成されると見られる。これらにより、「プロジェクトによって研修

が行われた DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、設計、施工及び維持管理に係る能力が向上す

る」ことは間違いない。しかしながら、「水害に対応できるよう」なレベルに達するためには、研

修で得られた知識に加え、実際に自分で具体的に業務を実施体験してみることが重要である。 

３－４ 上位目標の達成見込み 

専門家及びカウンターパートへのアンケート結果では「上位目標は 10 年以内に達成するであろ

う」とする回答が多い。実際に、引き続き研修を継続し、更に具体の現場を体験していくことによ

り、この目標は 10 年以内に達成可能であると思われる。問題は、引き続き、DPWH が治水・砂防

技術強化に人と資金を投入していく意志と力があるかである。特に予算確保において、現在の緊縮

財政下では、ルソン島以外、特にビザヤ、ミンダナオへの展開には困難が伴うと思われる。 

３－５ スーパーゴールの達成見込み 

財政的な問題は大きく、そのため、時間はかかるであろうが、DPWH 内の治水行政機能強化の必

要性に対する認識は高まっており、確実に、DPWH による治水・砂防構造物の建設は増加していく
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であろう。 

３－６ 実施プロセスにおける特記事項 

全体として、活動は計画通りに実施されている。しかしながら、ステージ 1 で遅れた研修がステ

ージ 2 に繰り越されたこと、一方で、水理実験等の研究・開発活動に新しい活動項目も進めること

になったために、プロジェクト後半の活動はスケジュール的に厳しい状況となっている。 

また技術移転の方法については、FCSEC スタッフが地方事務所の技術者を訓練する方法がとら

れており、結果として、双方の技術力アップに結びついている。加えて、本プロジェクトで採用し

た 3 ステップ方式の研修（座学講座、実地講習、OJT）は成果発現に極めて有効であった。今後、

さらに FCSEC スタッフの技術力を高めるためには、実際の工事を通じた計画・設計・施工監理・

維持管理といった一貫した業務経験を積むことである。 

日本人専門家は、大部屋でカウンターパートと一緒に業務に従事しており、努めて問題意識を共

有し、共同作業をするように努めている。これがカウンターパートの主体性の確立に寄与している。 

予算面では、本プロジェクトはカウンターパート側の負担も求めるものであるが、現在まで苦し

い予算のなかから、FCSEC ビルの建設（2002 年完成）、宿泊棟の建設（未完成）、契約職員の給与

及び研修出張費用などの負担を行ってきている。 

組織面においては、FCSEC が PMO であるために、カウンターパート側スタッフの不安が大きい。 

また FCSEC には、4 つの業務スコープがあるが（人材育成、研究開発、技術サポート、エンジ

ニアリング）、DPWH 本省の各部局及びその他関連機関との役割分担が明確でないのが現状であり、

役割分担の明確化は 1 つの課題である。 
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第 4 章 評価結果 

４－１ 評価五項目ごとの評価 

（１）妥当性 

１）相手国開発政策及び我が国の援助政策との整合性 

カウンターパートへのアンケートでは、2004 年 9 月以降研修費用の支出が停止され、本プ

ロジェクトの重要要素である DPWH の地方事務所スタッフへの研修ができなくなったこと

から、フィリピン国開発政策上本プロジェクトの重要性は低下したとの意見が見られた。し

かしながら研修費用支出停止は本プロジェクトだけの問題ではなく、財政危機から全ての公

務員の研修費一時差し止めになったものであり、この事は治水・砂防セクターの重要性が低

下したことを意味するものではない。DPWH の新中期計画(2005-2010)では、Flood Control は

依然として優先事項であり、実施に関する基本方針 9 項目の中に「FCSEC の能力を強化・

最大化し、もって基礎・応用研究開発、エンジニアリング活動、及び人材開発を推進する」

ことをあげている。また、中期フィリピン開発計画 ( the Mid-Term Philippine Development 

Plan 2004-2010、アロヨ大統領第二期の任期期間を対象とする) では以下の投資額が治水分野

に予定されている。 

（単位 100 万ペソ） 

2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 合計 

6,725 7,399 5,855 7,569 9,065 8,969 45,581 

フィリピン国の財政状況からこれがどれだけ現実性をもつか不安はあるものの、本プロジ

ェクトはフィリピン国の開発基本方針に沿ったものであるといえる。他方我が国の新 ODA

大綱（平成 15 年 8 月）では重点課題のなかで「（環境、自然災害等）地球的規模の問題への

取り組み」を掲げている。また外務省国別援助計画（フィリピン、平成 12 年 8 月）では四

大重点分野の三番目に「環境保全と防災」を掲げ「頻発する自然災害（洪水、地震、火山活

動等）への支援を行う」としている。 

本プロジェクトはこれらと整合性があり、妥当性は高い。 

２）方法論の妥当性 

現在までフィリピン国における主要河川流域に関する治水業務は全て外国（主として日

本）の支援によりなされている。他方自国の資金、技術で計画・実施されている小型事業を

直接担当しているのは DPWH の地方事務所（RO 及び DEO）であることから本プロジェク

トでは、これら DPWH の地方事務所技術職員をターゲットとして、教材を整え、研修を実

施するという枠組みを設定した。この設定は妥当な設定であったが、現在公務員の研修経費

の支出は一時的に全て停止され、本プロジェクトの重要な柱の一つである DPWH 地方事務

所の技術職員に対する研修が実施できない状況になっていることは一時的にせよその分にお

いて妥当性を軽減させている。 

 



-  - - 14 -

 

 

３）プロジェクト構成の妥当性 

本プロジェクトは、ステージ 1（3 年 2000 年１月 10 日―2003 年１月 9 日、3 年間）、の協

力予定で実施されたが、2002 年 6 月に実施された終了時評価における提言をうけ、ステージ

2 として約 2 年半（2003 年 1 月 10 日から 2005 年 6 月 30 日）の延長を行うことに決定され

たものである。このような二段構成をとったことの功罪（当初 3 年間に限定してスタートし

たことの妥当性）については、関係者の意見が分かれている。これを是とするものは、途上

国においては短期的な目標を設定しないと関係者の間に緊張感が薄れるとしている。しかし

ながら本プロジェクトの目標は治水・砂防分野における DPWH 地方事務所技術職員の能力

向上である。基本的に人材養成は時間のかかるものであり、特に治水・砂防において目標が

達成できたかを判定するためには、プロジェクトの研修を受けた地方事務所技術職員が計

画・設計・施工した事業が次の大雨のときに従来のものに比しどうであったかを見る必要が

あり、3 年間では不可能であることは関係者の間でも理解されていたことは、プロジェクト

名称にステージ 1 とつけていたことからも伺える。また 3 年間で区切って数値目標を設定す

ると、関係者は本来の目的を忘れ、形式的にその数値目標を達成することに注力する懸念が

ある。 

４）事前調査について 

本プロジェクトにおいてはステージ 1 の前半 1 年半は、対象となる「ターゲットグルー

プ」に関する業務、予算、人員及び技術力に関する実体的情報は皆無であったため、誰のた

めに何をどうするのかという基本的な出発地点に至るまでの調査に費やされた（ステージ 1

チーフアドバイザー業務完了報告書）。本来これらは事前調査において明らかにされるべき

であるが、現実には「やってみなければわからない」面が多く、プロジェクト活動の中で調

査されている例も多い。そうであるならば、プロジェクトの活動計画にこれらの実情調査を

含めるべきであり、そうなれば 3 年間で形になって目に見える成果をあげる事は一層困難で

あろう。本プロジェクトにおける主要な活動がステージ 1 終了近くなってようやく始まった

のも、これらの調査の後に対象に適した教材やカリキュラム作成に入ったためであり、いわ

ば当然といえる。 

５）実施機関選定の妥当性 

本プロジェクトの実施機関 FCSEC はフィリピン国における治水・砂防の所轄官庁である

DPWH が本プロジェクトの受け皿として設立した組織である。プロ技の要請自体が「FCSEC

の設立に対する支援」であり、FCSEC を実施機関としたことは妥当である。しかしながら、

FCSEC には以下の問題が存在する。 

ア.PMO であり、プロジェクトの受け皿としての臨時の組織であり、恒久的組織ではない。 

イ.このため、予算、人員が不安定である。 

ウ.FCSEC の業務は治水・砂防に関する 

①DPWH 内の他の部局に対する技術サポート、 

②技術研修の実施、 

③研究・開発及び 

④マスタープラン、F/S、D/D、施行管理等のエンジニアリング業務とされ、極めて広汎
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な業務内容となっている。 

エ.DPWH には、教育・訓練、研究、調査・計画、施行、維持管理等それぞれそれを所管す

る部局が存在する。これらの部局は道路を中心に DPWH の全分野においてそれぞれの業

務を所管しているが、これら部局との責任・権限の棲み分けが明確でない。 

（２）有効性 

PDM 上のプロジェクト目標は「プロジェクトによって研修が行われた DPWH 事務所の

治水砂防施設の計画、設計、施工及び維持管理に係る能力が水害に対応できるよう向上す

る」である。専門家によれば、当初は何もできなかったカウンターパートが現在は議論が

できるようになり、また研修を計画・実施できるようになったことから「プロジェクトに

よって研修が行われた DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、設計、施工及び維持管理に

係る能力が向上する」ことは間違いないとしている。プロジェクト目標は概ね達成され、

そしてそれはプロジェクトの成果によるものであるという意味では有効であった。しかし

成果 2 の目標数値が達成できない懸念が高く、その分プロジェクト目標の達成度が割り引

かれ、有効性も低下せざるをえない。 

また、DPWH 事務所の治水砂防施設の計画、設計、施工及び維持管理に係る能力が「水

害に対応できるよう」なレベルに達したか否かを評価するためには、研修を受けた技術者

が実際に計画、設計、施工あるいは維持管理に携わった構造物等が水害に対応できたかど

うかを見る必要があるが、現時点ではまだ実際に研修を受けた技術者が具体的に携わった

構造物はなく、判定できない。このレベルに達するためには、技術者が研修で得られた知

識に加え、実際に自分で具体的に業務を実施体験してみることが重要である。 

（３）効率性 

投入は、概ね計画通り実施され、プロジェクト活動に有効に活用されて成果が発現しつ

つある。効率性は低くはない。但し、2004 年 8 月 31 日に公布された経費節減令により、

予算がついていても支出が停止され、それ以後研修活動が実施できなくなった。そのため

成果 2 の目標数値が未達に終わる懸念が高く、その分効率性は低下しているといえる。な

おプロジェクトでは研修活動は目標数値に対し未達ではあってもその間研究活動等により

カウンターパートの技術レベルの底上げを図っており、経費節減令が緩和されれば効率は

回復できると見られる。 

なお、フィリピン側評価メンバーより、カウンターパートとしてもっと多くの技術職員

が配置されていればより多くの技術移転をうけることができ、日本人専門家の活用度が上

がって効率性もより高くなっていたであろうとのコメントがあった。 

（４）インパクト 

上位目標及びスーパーゴールがいつ達成できるかは治水・砂防分野への予算次第である。

フィリピン国の財政状況の現状は極めて厳しく今後予算がどうなるかは予測困難である。

なお、中期フィリピン開発計画の本文では治水分野は優先事項とされており、上位目標は

10 年以内には達成できると見る人が多い。当該計画の別添付表となる投資計画（4-1（1）
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中の表参照）は調査団滞在中の閣議で決定を見る予定であったが、閣議が延期され滞在中

の正式決定は持ち越されてはいるものの、この投資計画の中には FCSEC による中小河川

治水工事（パイロット・プロジェクト）施工費として 2007 年から 2009 年まで合計 5,000

万ペソ（約 1 億円）が計上されている。 

フィリピン政府内に治水・砂防を専管する組織として FCSEC ができたことは大きなイ

ンパクトであるが、未だ臨時組織であり、この恒久組織化が課題である。 

その他、カウンターパートのモチベーション向上や治水法制度の充実が議論になってき

た等のプラスのインパクトが見られる。マイナスのインパクトは今のところ認められない。 

（５）自立発展性 

プロジェクトによって作成されたカリキュラムや教材を使い、DPWH の地方事務所技術

職員を対象とする研修をカウンターパートが自ら企画・実施できるレベルに達したという

点では自立発展性が認められる。しかしながら自立発展性を一層強固にするためには以下

が必要である。 

１）カウンターパート個々の技術力向上 

研修を更に継続実施することにより知識をより確かなものにするとともに、実際の

現場における計画・設計・施工監理・維持管理を経験することにより、応用力を養成

する必要がある。 

２）FCSEC の組織・制度面での強化 

FCSEC は本プロジェクトの受け皿として設立された PMO であり、臨時的組織である。

この組織を恒久的な組織とするとともに、予算や人員を安定化させ、DPWH 内の他の部局

との関係や権限、システムを明確にしていく必要がある。 

４－２ 結論 

本プロジェクトの妥当性は高いものがあるとしたこれまでの各種調査団 3報告書の記述は現時点

でも概ねあてはまり、本プロジェクトの妥当性は低下していない。むしろその後に公表された我が

国の新ODA大綱（平成 15 年 8 月、重点課題のなかで「（環境、自然災害等）地球的規模の問題への

取り組み」を掲げている）、外務省国別援助計画（フィリピン、平成 12 年 8 月、四大重点分野の三

番目に「環境保全と防災」を掲げ「頻発する自然災害（洪水、地震、火山活動等）への支援を行

う」としている）及びDPWHの新中期計画（2004-2010、悪化する財政状況のなかで治水分野の予

算を増やし、基本 9 方針のなかに「治水・砂防技術センター(FCSEC)の能力を強化・最大化し、も

って基礎・応用研究開発、技術的プログラム、及び人材開発を推進する」ことを含めている) 等を

見ても本プロジェクトの必要性、妥当性は一段と高まっているとみられる（但しプロジェクトの構

成については議論が残る）。 

本プロジェクトにより、DPWH における治水・砂防分野研修機関としての基礎は確立された。特
                                                        
3 基礎調査団(1997.03.11-03.20), 事前調査団(1997.11.24-12.05), 実施協議調査団(1999.11.25-12.08), ステージ 1 終了時

評価調査団(2002.06.24-07.10) 
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にステージ 2 においてはステージ 1 の経験を踏まえて活動は効率的に実施されている。本プロジェ

クトの有効性、効率性は高いといえる。また資金面からの不安はあるが今後順調に活動が継続され

れば 10 年以内に上位目標も達成できると見られる。 

本プロジェクトは当該分野における日本、フィリピン間の初めての技術協力プロジェクトであり、

ステージ 1 開始当初においては FCSEC の設立や施設建設の遅れ、相手国事情に対する知識・経験

の不十分さから実情把握に手間取る等、有効性・効率性の面で不十分な面があったが、ステージ 2

においてはステージ 1 で得られた知識・経験をベースとして短期専門家のリピーター派遣を行う等

の工夫を凝らした結果、ステージ 2 の活動は順調に推移してきた。しかしながら、フィリピン国の

財政状況の悪化から 2004 年 8 月末に支経費節減令が公布され公務員の研修活動に関する経費支出

が全面的に停止される事態となった。プロジェクトではこれに対して様々な対応策を検討・実施し

ているが、DPWH の地方事務所(RO、DEO)に対する研修の実施はいわば本プロジェクト実施の目

玉であり、研修の早期復活なしには、その分に応じて評価五項目（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）の全てが負の影響を被ることになろう。 

また、研修実施機関としての基礎は確立したとはいえ、なお脆弱である。今後本報告書の提言等

を参考により強固にしていく努力が望まれる。 
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第 5 章 提言と教訓 

５－１ 提言 

５－１－１ カウンターパート個々の技術能力強化 

（１）研修の積み重ね 

カウンターパートは技術資料（TSG、マニュアル等）の作成過程を通じて技術を習得し、

既にカウンターパートだけで研修を企画・実施できる段階に達してはいる。しかしながら

フィリピン政府の経費節減令により現在研修ができる状況にない。研修の講師をつとめる

ことは単に技術を広めるのみ成らず、講師の技術力をより確かなものにするために有効な

手段であり、研修を再開すべく早急になんらかの方策を講ずるよう提言する。 

（２）実地経験の必要性 

技術の取得は教科書のみからでは不十分である。今後カウンターパートは実際の現場に

おける調査・計画・設計・施工・維持管理の経験を積み重ねることにより応用力を蓄積す

る必要がある。 

５－１－２ FCSEC の組織強化 

（１）FCSEC は本プロジェクトの受け皿として臨時に設立された PMO である。本プロジェクト

の成果が維持・継続されるためには FCSEC の恒久機関化が必要である。 

（２）FCSEC は臨時の機関であることにもより、その人員、予算が不安定であり、また内部の

事務システム、DPWH 内の他の部局や他省庁の関係組織との関係が不明確である。恒久機

関化とあわせこれらの点を明確かつ強固にすべきである。 

（３）FCSEC の業務は①技術支援、②研修（人材育成）、③研究開発及び④Engineering と多岐

にわたる。これら全てを現在の人員と予算でカバーすることは困難であり、適切な人員と

予算を確保する必要がある。 

５－１－３ プロジェクト成果の実務への活用 

本プロジェクトでは、TSG、マニュアル、標準図面等実務に役立つ各種技術資料を開発している。

これらは研修用教材として使われるのみならず、DPWH においては現場での作業に一層活用するこ

とが望まれる。 

５－１－４ 本プロジェクト終了後 

（１）本プロジェクト終了時までには、カウンターパートは計画、設計、施工監理及び維持管理

の分野において研修を計画・実行する能力は得られる見込みである。しかしながら、実際

的な応用技術や河川工学、砂防工学に関する調査研究技術を身に付けるにはいたっていな

い。また、DPWH 内の能力強化のために、開発した治水構造物の計画・設計・施行・維持
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管理という一連のプロセスに係る技術は、一層開発・改良を進める必要があり、その達成

のためには、現行プロジェクト終了後も技術協力を継続することが望ましい。 

（２）新たな技術協力を検討する際には、今回の終了時評価を受けて明らかになったプロジェク

ト運営に係る予算上の問題点を踏まえ、少なくとも下記対応を実施すべきである。 

１）上記５－１－１（２）に対応して実際の現場での活動を通じた技術移転を行う場合、

活動の場となるサイトの選定の際には、その実行が可能となるフィリピン側の予算

措置が適切に行われるサイトを選定する必要がある。 

２）各種研修実施においては、研修活動に支障が出ないようにフィリピン側は必要な予

算措置を講ずるべきである。 

３）本プロジェクトが 2005 年 6 月に終了するが、フィリピン側は 2005 年 1 月末までに

JICA フィリピン事務所に対し、上記予算上の裏づけがなされた実行可能なプロジ

ェクトの概要案を提出する。 

５－２ 教訓 

５－２－１ 対外広報の重要性 

防災プロジェクトは予防プロジェクトである。農業・鉱工業・運輸交通・電力・通信といった経

済プロジェクトは実施後直ちに目に見える便益が発生するが、予防プロジェクトでは実施しても翌

日からすぐに便益が見えるというものではない。従ってフィリピンのような災害多発国においてさ

え、予防プロジェクトである治水予算は経済プロジェクトである道路予算の数分の一にしかならな

い。本プロジェクトではニューズレターの発行等広報にも留意しているが、予防プロジェクトにお

いては、政治家や住民への広報が重要である。 

５－２－２ 三段階研修の有効性 

本プロジェクトにおける研修活動は①教室での座学、②災害現場での実地講習、③OJT の三段階

で行っている。また水理実験棟施設を用いて流水や治水構造物の効果を目に見える形で理解させて

いる。この方式、特に現場を自分の目で見て理解する方式は極めて有効であり、他にも応用できる

と思われる。 

５－２－３ 教材の現地対応 

本プロジェクトで作成された教材は、日本の基準を基本にしつつも、煩雑・難解な記述は避け、

絵や写真を多用しわかりやすいものとなっている。今後他の国で類似のプロジェクトを実施する場

合の参考となりうる。 

５－２－４ ベースライン調査の重要性 

一般にプロジェクトの計画は、スタート時点でこのような状況であるが終了時にはこうなるとい

う事を明示する必要がある。そのために以下の活動を行うという内容である。 
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現在の PDM では目標は明示されるがベースラインが不明確なケースが多い。ベースライン調査

は多くの場合事前調査の領域であるが本プロジェクトでは事前調査が不十分のため状況把握にステ

ージ 1 の前半 1 年半を費やしている。やってみなければわからないという部分が存在することも確

かであるが、事前調査が不十分でもプロジェクトを開始せざるをえない状況にある場合はプロジェ

クト初年度の活動のなかに現状把握あるいはニーズ調査といった項目を織り込むべきである。 
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